
    地域 

項目 
川 西 市 （開発行為等指導要綱） 

適用範囲 

      

１．市街化区域内で行われる開発行為等。 

２．都市計画法第４３条第１項に該当する開発行為等。 

事前協議 １．事業者は、適用範囲に該当する開発行為等を行う場合は、都市計画法及び建築基準法等の法令に基づく許認可申請に先立

ち、市長に事前協議を提出し協議するものとする。協議が整った事項を変更する場合も同様とする。ただし、次の各号のい

ずれかに該当する場合は、事前協議に必要な図書の提出を省略することができる。 

（１）戸建住宅１戸の建築行為であって、開発行為に該当しないもの。 

（２）建築敷地の変更及び用途の変更がない増築で、開発行為に該当しないもの。ただし、長屋住宅及び共同住宅は除く。 

（３）住宅以外の用途に供する建築物（店舗付住宅を含む。）の建築行為で、敷地面積３００平方メートル未満かつ建築物の

最高高さ１０メートル以下のもの。（道路後退がないものに限る。） 

２．事業者は、１ヘクタール以上の開発行為を行う場合は、川西市開発行為等調整委員会設置要綱について、事前に指示を受

けなければならない。 

３．市長は、第１項に規定する協議が整ったときは、事業者に同意書を発行するものとする。 

４．前項の場合において、必要があると認められるときは、市長は事業者と協定書を締結するものとする。 

宅地事業計画 １．画地規模(第７条)                                                                                              

(１)戸建住宅の画地面積は次表の面積を最小画地とする。 

用途地域 第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

 

準工業地域 

工業地域 

近隣商業地域 

商業地域  法定容積率 

８０％ 

法定容積率 

１００％ 

法定容積率 

１５０％ 

法定容積率 

２００％及び３００％ 

戸建住宅 １５０㎡ １２０㎡ １２０㎡ １００㎡ １００㎡ １００㎡ 

 

(２)長屋住宅の画地面積は次表の面積を最小画地とする。 

用途地域 第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

 

準工業地域 

工業地域 

近隣商業地域 

商業地域  法定容積率 

８０％ 

法定容積率 

１００％ 

法定容積率 

１５０％、２００％及び３００％ 

長屋住宅 １２０㎡×戸数 １００㎡×戸数 ６０㎡×戸数 ６０㎡×戸数 ６０㎡×戸数 

 

(３)共同住宅の敷地面積に対する建築可能戸数は、次表の戸当たり必要敷地面積により算出を行うものとする。 

用途地域 第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

 

準工業地域 

工業地域 

近隣商業地域 

 

商業地域 

 法定容積率 

８０％及び１００％ 

法定容積率 

１５０％ 

法定容積率 

２００％及び３００％ 

共同 

住宅 

Ａ ６０㎡ ５５㎡ ５０㎡ ５０㎡ ５０㎡ ４０㎡ 

Ｂ ６０㎡ ４５㎡ ４０㎡ ４０㎡ ４０㎡ ４０㎡ 

(備考) ① Ａ ： Ｂに該当する場合以外の開発行為等 

Ｂ ： 次のいずれかに該当した場合、Ｂに該当するとみなす。 

１．土地区画整理事業の事業区域内 

２．地区計画区域内の開発行為等 

３．施行区域面積が ３,０００㎡以上の開発行為等 

② 単身者用共同住戸は、３.５戸で １ 戸とみなす。 

③「川西能勢口駅周辺都市整備計画基本構想」（以下、「駅周辺構想」という。）の区域における開発行為等で 

次に定める要件を全て満たす開発行為等については、戸数制限をしないものとする。 

１．商業地域又は近隣商業地域 

２．施行区域が５００㎡以上で、密集市街地を改善するもの。 

３．道路沿いに公開空地（幹線道路については３ｍ、その他の道路については２ｍの歩道状空地）を設 

ける。 

４．緑地（兵庫県条例に該当するもの以外は敷地面積の５％）を設ける。 

       ④ 「キセラ川西地区（中央地区地区計画の地区整備計画区域）」の区域における開発行為等は、戸数制限を 

しないものとする。 

       ⑤ 地区整備計画区域内で、最低敷地面積が定められている区域は除く。 

計画人口 

 

住宅的施設を目的とした開発行為等にあっては、１世帯当たりの人員を３.５人とみなす。ただし、単身者用共同住戸につい

ては、１世帯当たりの人員を１人とみなす。 
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道路 

 

１．事業者は、施行区域内の幹線道路、補助幹線道路及び一般区画街路を別に定める技術基準（以下「技術基準」という。）に 

 基づいて施工しなければならない。また、施行区域内等に都市計画法第１１条第１項に基づく都市計画道路又は本市により

新設され、若しくは改良計画中の道路がある場合は、事業者は市長と別途協議しなければならない。 

※参考（道路基準抜粋） 

Ⅰ．設計計画の基本 

１．道路は各住区等から発生する徒歩、自転車及び自動車による交通が安全かつ秩序よく流れるよう道路の機能別に合 

った道路区分及び幅員構成を計画し、ネットワーク化を図ること。 

２．道路は、開発区域外の交通に支障を来さないよう計画すること。 

３．道路の構造については、原則として基準に定めるものの他、道路構造令、道路の移動円滑化整備ガイドライン、舗 

装設計施工指針、アスファルト舗装要綱及びコンクリート舗装要綱の基準に準じて定める。 

Ⅱ．道路の配置計画 

１．道路は街区計画に適合したものとする。なお、居住地にあっては街区の形状を矩形とし、その長辺が 120ｍ、短辺 

は３０ｍを標準とする。住宅地以外にあっては、予定建築物の用途等を勘案して定めること。 

２．開発区域内に設置する道路の幅員は、開発許可基準によること。 

３．開発区域内の主たる道路は、開発区域外の道路に接続させること。なお、開発区域に接する道路幅員及び接続道路 

幅員については、開発許可基準に基づき造成事業者の負担で改良拡幅を施工すること。 

４．開発区域内の道路は、原則として袋路状としてはならない。 

５．開発区域内の道路は、階段状としてはならない。 

６．開発許可に該当しない場合の道路後退幅員については、事前協議によること。 

２．施行区域内等の道路交通について、道路標識、道路標示、区画線、交通安全施設及び防犯灯等を関係機関と協議のうえ設

置しなければならない。 

公園 開発行為等の目的、規模等に応じ、指導基準及び技術基準に基づいて公園を設置し、市に無償で譲渡しなければならない。 

※参考（指導基準） 

公園 住 宅 住宅以外 

通常 施行区域面積 

３，０００㎡以上１㌶未満 

施行区域面積 

１㌶以上又は戸数１００戸以上 

施行区域面積 

３，０００㎡以上 

３㎡／人 かつ １５０㎡未満 ３㎡／人 かつ ３００㎡未満  

施行区域面積の３／１００ 

かつ １５０㎡以上 

（備考）②に該当

する場合 

施行区域面積 

３，０００㎡以上１㌶未満 

施行区域面積 

１㌶以上 

施行区域面積の３／１００ 

かつ １５０㎡以上 

施行区域面積の３／１００ 

かつ ３００㎡以上 

  （備考）① ３，０００㎡以上の共同住宅の開発行為等で駐車台数を戸数分確保する場合は、１／２免除とする。ただ 

し、下記②に該当する場合は適用しない。 

② 「駅周辺構想」区域内で、指導基準『１．宅地区画規模(３)(備考)③』の条件を全て満たすものとする。 

③ 土地区画整理事業の事業区域内については、全部免除とする。 

④ 「住宅以外」の開発行為等にあっては、施行区域の周辺に相当規模の公園が存する場合かつ、施行区域の 

周辺の状況並びに建築物の用途及び敷地の配置を勘案して特に必要とない場合は、可能な限り施行区域内に 

緑地または広場の確保に努めるものとする。 

緑地 開発行為等の目的、規模等に応じ、指導基準及び技術基準に基づいて、緑地の確保に努めるものとする。 

※参考（指導基準） 

開発行為等の目的 敷地面積 敷地面積に対する緑地率 

全用途の建築物（戸建住宅は除く） １，０００㎡未満 ５％ 

・敷地面積１,０００㎡以上は、兵庫県の「環境の保全と創造に関する条例」に基づき確保すること。 

・商業地域又は近隣商業地域内の敷地面積１,０００㎡未満の計画は、可能な限り緑地の確保に努めるものとする。 

上水道 開発行為等に伴う必要な給水について、水道事業管理者と協議しなければならない。また、施行区域が２０ヘクタールを超

える場合は、給水計画及び給水に必要な水量確保に要する費用等の負担について、水道事業管理者と事前協議しなければなら

ない。 

 

下水道 開発行為等に伴う必要な下水道施設について、公共下水道管理者と協議のうえ、技術基準に基づいて整備しなければならな

い。 

消防水利

施設 

施行区域内等に技術基準及び消防水利基準に基づく必要な消火栓又は防火水槽及び消防水利の標識を市の指定した箇所に設置

しなければならない。 

自転車等

駐輪場 

（１）住宅を目的とする開発行為等  

① 共同住宅（ファミリー形式住戸）及び駐輪場を共用とする長屋住宅 

施行区域内に１戸当たり１.５台以上の駐輪施設を設けるものとする。 

② 共同住宅（単身者用共同住戸）  

施行区域内に１戸当たり１台の駐輪施設を設けるものとする。 

③ 寄宿舎 

施行区域内に必要台数の駐輪施設を設けるものとする。 
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（２）その他の建設物等を目的とする開発行為等 

① 店 舗 

施行区域内の用途により必要台数分を設ける。ただし、下記を最低基準とする。 

物販店、百貨店、スーパーマーケット 売場床面積 １台/２０㎡ 

飲食店               客席床面積 １台/２０㎡ 

銀 行               店舗床面積 １台/２５㎡ 

遊技場               店舗床面積 １台/１５㎡ 

（パチンコ屋及びゲームセンターは、川西市遊技場及びホテルの建築の規制に関する条例第５条による。) 

② 福祉施設、事務所、倉庫、その他 施行区域内に必要台数の駐輪施設を設けるものとする。 

（３）１台当たりの面積は、２ｍ × ０.５ｍ ＝ １.０㎡ とする。なお、２段ラックを使用しても良いが、単車の駐輪も考慮

したものにすること。 

ごみ集積

所 

施行区域内にごみ集積所（以下「ごみステーション」という。）を設けるものとする。ただし、既存のごみステーションの利

用を希望する場合は、利用者及び付近住民等と事前に十分協議し承諾を得た場合にはこの限りでない。 

（１）設置数 

大規模な開発行為等については、１０～２０戸に１箇所の割合で設置するものとする。  

（２）規 模 

① 面 積 １戸当たり０.３㎡ 以上とし建設戸数に乗じた大きさとする。ただし、単身者用共同住戸については１戸当た 

り０.２㎡とする。また、２１戸以上の共同住宅については、別に定める変化率を乗じた大きさとする。 

② 間口・奥行 原則として、間口（開口部）の広さは、少なくとも奥行の２倍は確保すること。 

集会所  集会施設用地 

住宅  施行区域面積１㌶以上 又は 戸数１００戸以上 

公益施設用地 施行区域面積の３／１００ 

  （備考） 

①  土地区画整理事業の事業区域内については、全部免除とする。 

② 「駅周辺構想」区域内で、指導基準『１．宅地区画規模(３)(備考)③』に該当する場合及び共同住宅に該当する場合 

は、集会施設を建物内に設置することができるものとし、用地及び建物の市への無償譲渡は免除とする。 

計画等の公開 

      

１．事業者は、第５条第１項の事前協議書の提出までに当該開発行為等の計画の概要を記載した表示板を施行区域内の見やす 

い場所に設置しなければならない。 

２．事業者は、開発行為等の計画について、付近住民及び利害関係者に説明し、協議調整を行うものとする。。 

環境保全 １．土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）に規定された特定有害物質に係る工場又は事業場の敷地であった土地におい 

て開発行為等を行う場合は、事業者等は関係法令に基づき必要な措置を講じなければならない。 

２．開発行為等に伴い、川西市環境保全条例（昭和４８年川西市条例第４９号）に定めのあるものについては、事業者は同条 

例に基づき必要な措置を講じなければならない。 

文化財 １．事業者は、埋蔵文化財包蔵地及びその周辺において開発行為等を行う場合は、事前に教育委員会と協議し、保存の必要が 

ある場合は、その対策を講じなければならない。 

２．事業者は、前項に規定する地域以外で開発行為等を行うときに埋蔵文化財を発見した場合は、速やかに教育委員会に届け 

出て、これらの処置等について協議し、当該事業者の責任において保存の対策を講じなければならない。 

教育施設 事業者は、一定規模以上の住宅を目的とした開発行為を行う場合は、既設教育施設の受入態勢について、教育委員会と協議

しなければならない。 

駐車施設 （１）住宅を目的とする開発行為等  

① 戸建住宅又は長屋住宅の建築を目的とする開発行為等を行う場合は、施行区域内に１戸当たり１台分以上の自動車駐車 

施設を設けるものとする。 

② 共同住宅の建築を目的とする開発行為等を行う場合は、施行区域内に次表の数値に基づいて自動車駐車施設を設けるも 

   のとする。 

戸数の区分による設置率 

用途地域 

 

３０戸以下 

 

３１戸～１００戸 

 

１０１戸以上 

近隣商業地域 

商 業 地 域 

 

３／１０×戸数 

 

４／１０×戸数 

 

６／１０×戸数 

上記以外の地域 ６／１０×戸数 ８／１０×戸数 １０／１０×戸数 

  ③ 単身者用共同住戸の建築を目的とする開発行為等を行う場合は、施行区域内に次表の数値に基づいて自動車駐車施設を 

設けるものとする。 

用途地域 設置率 

近隣商業地域 

商 業 地 域 

 

２／１０×戸数 

上記以外の地域 ３／１０×戸数 

  ④ 寄宿舎の建築を目的とする開発行為等を行う場合は、施行区域内に必要台数分を設けるものとする。 
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（２）その他の建築物等を目的とする開発行為等  

① 店舗、飲食店等 

施行区域内の用途により必要台数分を設けるものとする。 

ただし、店舗部分の床面積 100 ㎡以内ごとに１台分以上を最低基準とする。 

② 事務所、倉庫等 

施行区域内に必要台数分を設けるものとする。 

ただし、業務部分の床面積 200 ㎡以内ごとに１台以上を最低基準とする。 

③ 福祉施設、その他 

施行区域内に必要台数分を設けるものとする。 

都市景観 開発行為等のうち、川西市都市景観形成条例（平成５年川西市条例第１号）に定めのあるものについては、事業者は同条例

に基づき必要な措置を講じるものとする。 

福祉のまちづ

くり 

開発行為等のうち、福祉のまちづくり条例（平成４年兵庫県条例第３７号）に定めのあるものについては、事業者は同条例

に基づき必要な措置を講じるものとする。 

その他 （公共施設及び公益施設の検査及び帰属等） 

１．市長は、事業者の整備する公共施設及び公益施設について、完了検査を行うものとする。 

２．完了検査は、技術基準により行うものとする。完了検査に要する図書についても同様とする。 

３．公共施設及び公益施設の帰属又は寄付の手続きは、完了届提出時に行うものとする。 

施行改正年月

日 

令和５年４月１日施行 

川西市小規模住宅地等指導要綱（昭和５４年４月１日制定）は、廃止する。 

この要綱施行の際現に川西市宅地開発事業指導要綱（昭和４８年３月１日制定）及び川西市開発行為等指導要綱（平成５年９

月１日）の規定に基づき協議中のものについては、なお従前の例による 

 


